
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月24日(金)

保育課 担当係 保育政策係 管理番号 3520公立保育施設運営事業

健康でいきいきと暮らせるまち

保育サービスの充実

令和2年度

民生費 児童福祉費

民生費 児童福祉費

保育園園児、施設・設備、保育士資格所有者

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

165,960,024 184,727,749 183,349,282

保育園数５園

年度別計画

235,613,000 216,325,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

1

公立保育施設の安全性を確保し、安定的な保育サービスを提供するため、施設や設備の修繕、備品購入、臨時保育士の
雇用などを行う。

担当課

県支出金 2,904,000 2,750,000 4,804,000 5,027,329 3,039,300 3,001,000

0

2,503,000

59,715,334

68,243,762

民生費

保育園費

事務事業

2

事業概要

233,096,000

37,905,000

0

決算額

国支出金

中項目 1 健やかに成長できるまちづくり

0 0

94,715,262 92,757,585 78,419,402 50,825,042

171,832,000

97,000 128,000 120,000 0 2,191,184

89,092,164 100,005,880 126,807,287

単位：円

125,669,513

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

176,539,464 210,019,249

10,579,440 25,291,500

1.36 3.25 2.63 2.08 1.71

204,665,432

21,316,150

1.30

10,570,752

287,075,752

16,922,880 13,272,875

199,582,538 203,888,206

令和4年度

188,076,648

584,898

760,156

663,656

前年度決算額（円）

一般会計

一般会計

目

民生費

一般会計

一般会計

一般会計

保育園費

保育園費

保育園費

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

児童福祉法

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

公立保育施設運営事業

公立保育施設運営事業［川本保育園］

公立保育施設運営事業［川本南保育園］

児童福祉費

保育園費 公立保育施設運営事業［明戸保育園］

安定的な保育サービスを提供するため

対象
※誰・何を対象に

529,973

区分 款

手段
※どのように

施設の修繕、求人募集活動

成果
※何を求めるか

児童の安全確保、円滑な保育の実施

項

作成日

細事業名

公立保育施設運営事業［みらい幼児園おかべ］

令和3年度

児童福祉費

事務事業を
構成する
予算事業

182,659,658 190,615,331 0

保育園数４園 保育園数４園 保育園数４園 保育園数４園 保育園数４園

276,505,000251,801,000 255,765,000

本事業の
主な業務

執行体制

児童福祉費

民生費

公立保育施設の運営及び維持管理

臨時保育士雇用

保育士の人材育成

保育士研修費補助金請求

公立保育園給食献立作成

公立保育園給食調理業務委託



実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

293

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

開園する日数を目標値とする。　/　当該年度実績

日

単
位

293 290 293 294

0290 293

評価者 保育政策係長　韮塚　巻映

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

293

293

0

4

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

hug note（アプリ）により、公立保育園を利用する保護者への連絡が、電話
や通知でなくアプリを活用してできるようになった。園の行事予定や活動内
容のほか、コロナ禍の閉園のお知らせなど、緊急連絡にも活用した。

A

A

死亡や意識不明といった重篤な事故の発生件数は０件であり、保護者が安心
して子どもを預けられる保育園運営を行うことができた。

成果

0

園

実績値

目標値

実績値

目標値

4

4
活動指標２

成果指標１

成果指標２

評価理由・指標数値の推移
目標どおり保育園を開園し、安定的な保育サービスを提供することができ
た。

0 0

294

5 4 4 4 4

5 4 4

293

公立保育園数を目標値とする。（Ｈ２９八基保育園廃園）　/　当該年度実績

評価評価の観点区分

0 00

4570 4105

0 0

人

目標値

実績値

区分

開園日数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

公立保育園数

保育園園児数

目標値

実績値

運営における事故件数
人

　

死亡事故や意識不明などの重篤な事故の発生件数０件を目標値とする。　/　当該年度実績

0 0

受入施設、人材確保により変動があるため目標値を設定しない。　/　当該年度実績（延べ）

4269 4190 3991 0

目標値

実績値の算出式

0

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 保育政策係長　韮塚　巻映

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

重篤な事故は発生せず、安全な保育園運営を行うことができた。引き続き、
安全な保育のため、事故防止マニュアルの周知徹底や施設の修繕等を実施す
る必要がある。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 保育課長　坂倉　茂

評価の内容説明

3520事務事業 公立保育施設運営事業 担当課 保育課 担当係 保育政策係 管理番号

区分 活動指標２ 指標名 公立保育園数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 成果指標１ 指標名 保育園園児数

0

2

4

6

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

2000

4000

6000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


